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調査・報告

農協の青果物共販組織では、より広域を想定した選果施設を新たに設け、出荷ロットの
確保や品質の安定化を目指す取り組みが散見されるようになった。福島県会津地域でも、
全農福島県本部とＪＡ会津よつばの共同事業体により運営される広域選果施設「会津野菜
館」が設置され、３品目の選果を担っている。出荷農家の選別・包装作業の大幅軽減、地
域全体の物流システムの効率化、県組織と単協の機能分担の明確化に貢献している。

千葉大学　大学院園芸学研究院　教授　櫻井　清一

【要約】

１　はじめに

野菜産地の発展において、選果（集出荷）
施設の果たす役割は大きい。一定の規模に
達した野菜産地では、選果場が整備され、
出荷物の選別と包装を共同で行い、安定し
た品質の野菜を定量出荷することで産地の
評価を高めてきた。加えて共同選別を行う
ことで、生産者の調製労力の軽減にも貢献
してきた。しかし既存の選果施設の多くが
現在、設備の老朽化や稼働率の低下に悩ま
されている。選果施設の更新には多大な費
用がかかり、簡単には着手できない。また、
多くの農協が合併を重ねてきたが、広域合
併農協では、既存の産地組織と選果施設を
はじめとする付随施設をどのように再編す
るかという問題に直面している。　
そこで本報告では、福島県会津地域で
２０２０年に稼働を始めた新しい選果施設
「会津野菜館」の設立までの経緯と現在の
稼働状況を考察し、広域を想定した選果施
設の整備や運営についての知見を得ること
を目指す。

２　�農協における野菜の広域選果施設整備
の動き

農協を核とした青果物の共同販売（共販）
システムは、１９６０年代以降整備され、販
売先である消費地の卸売市場整備とも相
まって、産地の規模拡大と国民への生鮮食
品安定供給に貢献してきた。
共販システムを物流面で支えているの

が、産地の選果（集出荷）施設である。一
定規模の産地では、農協が選果場を整備し
ていることが多い。組合員農家が収穫した
青果物を選果場にて所定の基準に従って検
査・選果・包装し、一定の品質の青果物を
消費地へ出荷する準備を行う。同時に選果
の結果は、販売実績とともに共同計算・出
荷者への精算の資料となる。
しかし近年、多くの産地で、選果施設の

老朽化が指摘されている。出荷青果物の
ロットと品質を維持するためにも、選果場
の更新が求められているが、建設・運営双
方に相応のコストがかかるため、更新は容
易ではない。加えて、高齢化や連作障害な

野菜の広域選果施設の整備と運営
～福島県・会津野菜館を事例に～
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どによる出荷量の減少および選果場稼働率
の低下も各地でみられる。仮に既存施設を
そのまま利用する場合でも、市場のニーズ
に見合う出荷量を維持できない産地が増え
ている。さらに過去30年の間に多くの単
協組織が合併を重ねてきた。合併した農協
では、施設運営効率化のため、合併前に分
散していた選果場の絞り込みを求められる
ことがある。しかし、それぞれの選果場に
出荷していた農家組織は独自の選果基準を
有することが多く、既存産地名によりブラ
ンドを確立していることも多いため、選果
場の合併は容易ではない。
それでも近年、こうした制約条件のもと
でも、場合によっては単協の圏域を超えた
集荷範囲を想定し、広域的な選果施設を整
備する動きが散見されるようになった。農
協の選果場の運営に詳しい尾高恵美氏（農
林中金総合研究所）によれば、表１の通り、

全国数カ所で広域選果施設の整備や、それ
に準じた選果作業の共同化が進んでいる。
尾高氏の調査・見聞によれば、こうした
広域選果施設の整備、またそれに向けた農
協組織や組合員の努力により、以下のよう
な成果が実現しつつあるという。第一に、
総じて施設当たり取扱量は増加しており、
市場ニーズに見合うロットの確保には貢献
できる。あわせて第二に、広域利用をきっ
かけに技術の交流が行われ、品質面の向上
や出荷の安定につながり、結果として単価
がアップした事例もある。特に県レベルで
ブランド化を推進していた品目については
そうした成果が現れることが多いという。
第三に、古くなった選果施設についても廃
止せず、新施設の一次集荷施設として活用
するなど、有効活用される例が少なくない
とのことである。

表１　単協の圏域を超えた青果物広域選果施設の整備ならびに出荷共同化に取り組む事例

都道府県 地域 品目 具体的な取り組み

北海道 十勝地域 多品目 JA帯広かわにしが核となり、ながいもの共同出荷に取り組む。
その他多品目で選別・貯蔵施設の共同利用、共同販売の実績あり。

福島 会津地域 アスパラガス他
全農福島県本部がアスパラガス選果施設を整備し、合併前の４JAが
共同利用。
2020年春よりJA会津よつばと全農福島県本部共同による選果施設
が稼働。

広島 ほぼ全域 アスパラガス 全農広島県本部がアスパラガス選果機を整備、県内５JA（三次、庄
原、広島北部、広島中央、三原）が共同利用。

山口 県北部・
中部 トマト 旧JAあぶらんど萩と旧JA山口中央が合併前に産地組織を統合し、 

旧JAあぶらんど萩の選果場を共同利用し販売。

愛媛 東予地区 サトイモ 全農愛媛県本部がサトイモ選果場を新たに整備。JA西条、JAうま他東
予地区４JAが共同利用。

熊本 ほぼ全域
トマト、
きゅうり 
など

JAやつしろがJA熊本うきのトマト、JAくまのナシの選果を受託。
2016年の熊本地震の際、JAくまがJA熊本うきのきゅうり、JA熊本市が
JA鹿本のミカン選果を受託。

宮崎 全域 多品目
北部ではJA尾鈴が拠点となり周辺JAの出荷物を受け入れ。
中部では経済連青果センターが拠点となり県内各地から受け入れ。
南部ではJA串間市大束がJAはまゆうより選果機更新時にキンカンを 
受け入れ。

注：農林中金総合研究所・尾高恵美氏の調査などによる。
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３　�福島県会津地域における広域選果施設
「会津野菜館」の整備

最新の広域選果場の導入プロセスやその
成果を把握するため、福島県会津地域にて
２０２０年６月に稼働した「会津野菜館」（以
下「野菜館」という）を対象に選び、運営
担当者より話を伺った。
（１）野菜館建設に至る背景
福島県会津地域では現在、稲作を基本と
しながらも野菜作も組み合わせた複合的な
農業を営む農家が多い。また同地域を管轄
する単協・会津よつば農業協同組合（以下
「ＪＡ会津よつば」という）は、２０１６年
３月に広域合併を果たし、現在では地域内
唯一の農協となっている。
会津地域では、農協合併前から稲作の転
作作物としてアスパラガスの産地化に取り
組み、一定の成果を上げてきた。そして
２００６年、全国農業協同組合連合会福島県
本部（以下「全農福島県本部」という）が
当時の会津地域４単協の圏域を超えた広域
選果場を設置し、生産者の出荷労力軽減や
出荷ロットの確保を図るとともに、効率的
な集出荷体制を確立した。しかし近年は、
新規参入者の減少（出荷までに２年を要す
るため）や病害の発生、さらに選果施設の
一部老朽化が指摘され、栽培面積も減少傾
向にあり（表２）、産地体制のてこ入れが
必要となっていた。
一方、会津地域で現在、生産者が増え、
産地規模も拡大しているのがきゅうりと
チェリートマト（ＪＡグループ福島内にお
けるミニトマトの総称）である（表２）。
広域合併以前より、福島県および農協独自
の支援事業も活用し、パイプハウスの導入、
種苗導入のサポートなどに取り組み、栽培

面積は増加した。しかし、共選出荷体制の
整備は遅れがちで、特にチェリートマトに
ついては個選出荷に依存していた。そのた
め生産者組織であるＪＡ会津よつばのきゅ
うり部会およびチェリートマト部会より、
農協合併を機に共選施設の設置が強く求め
られた。しかし、単協として直ちに施設建
設に向け投資するのは厳しい状況にあった。

表２　�ＪＡ会津よつば管内の野菜�
３品目の栽培面積（ha）

品目 2016年 2020年

アスパラガス 180 150

きゅうり 40 43

チェリートマト 8.7 9.5

注：会津野菜館担当者からの聞き取りによる。

表３は、ＪＡ会津よつばにて関心の高い
前述の３品目について、重要な出荷先であ
る東京都中央卸売市場（構成全市場）にお
ける福島産野菜の市場シェアを年間および
福島産の出荷最盛月について算出した結果
である。きゅうりについては夏の重要な集
荷先として認知され、非常に高い市場シェ
アを維持している。アスパラガス、ミニト
マト（チェリートマトも含む）についても
夏には福島産が一定のシェアを保ってい
る。全農福島県本部としても、首都圏をは
じめとする全国各地の市場に対し、これら
福島県産野菜の販売強化を進めてきた。
そこでこれら３品目の産地振興に向け、
関係者による協議が繰り返される中で、生
産振興に力を注ぎたいＪＡ会津よつばと、
福島産野菜の販売強化を目指す全農福島県
本部が、互いの機能を明確にしつつも連携
し、共同事業体を形成し、双方が運営費を
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表３　東京都中央卸売市場における福島県産野菜の市場シェア（2020年）

品目
年間シェア 出荷最盛月のシェア

順位 出荷量：t シェア：% 月 出荷量：t シェア：%

アスパラガス 6位 226 4.5 5月 58 9.5

きゅうり 5位 10,817 14.3 8月 3,677 42.5

ミニトマト 10位 483 2.0 8月 175 7.7

資料：東京都中央卸売市場HP掲載データより筆者集計
注１：アスパラガス、チェリートマトは輸入品も含めてのシェアである。
　２：産地の順位は都道府県単位（ただし輸入国は除く）。
　３：チェリートマトのみの集計はなされていないため、ミニトマト全体の集計値を示した。

負担することで、複数品目に対応できる新
しい広域選果施設を建設・運営することが
合意された。同時に新選果施設の効率化に
より確保される経営資源を、ＪＡ単協はこ
れまで以上に営農指導体制強化に、県本部
は販売事業強化に注ぐことも確認された。
そして2019年3月に野菜館の建設が正式
に認められた。
（２）野菜館の建設と運営
野菜館立ち上げに必要な総事業経費は
11億2000万円であった。このうち５割
を国庫補助でまかない、残り５割はＪＡ会
津よつばと全農福島県本部で折半した。建
設用地は会津若松市郊外にあったＪＡ会津
よつばの所有地を借地した。表１にて紹介
したこれまでの広域選果施設の管理運営
は、その地域の核となる単協か、全農県本
部のいずれかが担うのが一般的であった。
しかし、会津野菜館は、全国初の単協と県
本部が構成する共同事業体により運営され
る選果施設である。
図１は野菜館の運営概念図である。共同
事業体である野菜館の日常的な運営管理は
全農福島県本部が担うが、運営の計画と成
果は年３回を目途に上部組織である運営協
議会（組合長、県本部長、担当部長により

構成）と運営委員会（担当部課長と生産者
代表）にて協議される。
野菜館を運営する要員は県本部、単協そ
れぞれから派遣・配置されている。組織自
体の管理運営に係わる職員は13人、その
内訳は単協からの出向３人、県本部からの
出向４人、県本部の嘱託３人、県本部所属
の再雇用２人、県本部雇用の臨時職員１人
である。実際の選果作業を担当する作業員
については後述するが、稼働期間中、常時
３品目で100人程度を雇用している。
共同事業体であるため、運営にかかわる
費用と収益は、県本部と単協で折半するこ
とになっている。
野菜館の建設は2019年にスタートした

が、オリンピック対応の建設事業増加に由
来する資材の調達難もあって完成が予定よ
り遅れた。2020年産の会津野菜が出荷の
ピークに迫りつつある６月下旬より野菜館
での実際の選果作業がスタートした。
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会津野菜館

（業務執行者）
全農福島県

本部
ＪＡ会津
よつば

事業体の業務委任

共同事業契約・
覚書等の締結

【情報共有】基本分荷計画・
選果計画・会津園芸振興プラン

運営協議会：組合長・本部長・部長クラス

運営委員会：課長クラス・生産者代表

（３）野菜館の施設概要と稼働状況
鉄骨造３階建ての施設（写真１）は敷地
面積７４００平方メートル、延床面積４８００
平方メートルである。施設内には現在、ア
スパラガス、きゅうり、チェリートマトそ
れぞれの選果機（写真２、３）、予冷施設、
実需者のニーズに合わせた小分け・パッキ
ングを行う施設などが整備されている。選
果能力は年間ベースでアスパラガス５００
トン、きゅうり２５００トン、チェリートマ
ト２００トンである。
選果を実際に担う作業員は、時期により
人数の変動があるため、人材派遣業も活用
し雇用している。２０２０年度はきゅうりで
５０人、アスパラガス、チェリートマトで
約３０人を調達できた。初年度であったた
め、導線など作業体系の改善の余地があり、
それによる人件費の抑制が期待されてい
る。一方、共同選果が野菜館に集約された

ため、既存の集荷場でかかっていた選果人
件費や、個選を行っていた出荷者の調製労
力は大幅に軽減されたという。野菜館を核
とした広域出荷の効果がすでに実現しつつ
ある。
野菜館への共選出荷を希望する生産者

は、出荷計画を提出した後、出荷当日はコ
ンテナを利用して最寄りの集荷施設に出荷
する。輸送会社がこれを野菜館に搬送し、
選別・調製された野菜は予冷施設に１日保
管される。その後、翌朝８時に物流の拠点
である「サブセンター」に集約され、出荷
先市場・エリアごとに荷捌きされて出荷さ
れる。コンテナは端末で管理されており、
常時過不足の状況を把握できる。また、野
菜館から出荷される段ボールには、稼働に
合わせて募集し制定した統一ロゴマーク
（写真４）を添付している。

図１　会津野菜館の運営体制

資料：�会津野菜館発行資料を参考に筆者作成
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なお、野菜館の稼働後も、生産者は従来
型の持ち寄り共選（生産者が個別に選別・
包装したものを共同出荷する形態）も選択
できる。持ち寄り共選品の集荷・販売体制
も野菜館稼働に合わせて見直しを行った。
「荷分け合計連携システム」を導入して早
期の出荷量把握が可能になった。また持ち
寄り共選品も予冷庫のあるサブセンターに
集約した後、野菜館経由の共選品とともに
荷捌きし、同じ方面の出荷先には同じト
ラックで出荷するため、３品目については
ＪＡ会津よつば管内の野菜の一元出荷が実

現した。野菜館のスタートに応じて、従来
型個選共販の効率性も、野菜館共選品とと
もに改善されたことになる。
出荷資材および出荷規格については、部
会で協議の上、野菜館経由の共選品も持ち
寄り個選品も同じものを使用している。両
者に違いが生ずるのではと気にかけていた
生産者も多かったが、結果的に資材の統一
が図られ、コスト低減につながっている。

写真１　会津野菜館の全景

写真４　会津野菜館の統一ロゴマーク

資料：会津野菜館提供

写真２　アスパラガスの選果作業

資料：会津野菜館提供

写真３　チェリートマトの選果機
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表４は、２０２０年の野菜館経由の野菜３
品目の出荷実績を集計した結果である。同
年は工事遅延により夏野菜の出荷シーズン
が始まってからの稼働となったため、生産
者の間にも「様子を見る」雰囲気が漂い、
品目による差もあるが、結果的に重量ベー
スで計画量の６、７割、人数ベースで申込
者の５割～８割の実績となった。従来型の
持ち寄り共選も継続しているため、「状態
の良い品を野菜館へ、それ以外の出荷物を
持ち寄り共選へ」と考え行動した生産者が
多かったようだ。また、コロナ禍でのスター
トとなったため、生産者に対する対面の場
での詳しい事前説明ができなかったこと
や、結果として出荷規格が野菜館も持ち寄
り共選も同じであるため、両方の経路を併
用できることも影響したと思われる。
（４）コロナ禍の影響と対応
新型コロナウイルス感染症の流行拡大
は、同時期に稼働した野菜館の稼働状況に
もさまざまな影響を与えている。
まず、スタート間もない野菜館での選果
作業への影響として、作業員の調達と日々
の作業工程の調整をめぐる諸問題が発生し
た。コロナ禍により短期的に職を奪われた
住民も多かったせいか、２０２０年は作業員
の雇用自体は問題なく進められた。しかし、

感染防止のためのマスク・消毒剤などの調
達、より広い休憩場所の確保、さらに休憩
時間に時間差を設けるなど、さまざまな追
加業務が加わり、結果として運営費の増加
を招いた。
出荷される野菜の需要形態にもコロナ禍

が影響している。アスパラガスはこれまで、
外食産業向けに大型の規格品を一定量出荷
していたが、外食市場の縮小によりその需
要が急激に落ち込んだ。その一方、ギフト
需要が伸びたため、野菜館の実需者向け小
分け施設を活用し、規格と量目を調製して
出荷したところ、好評を得たという。

４　まとめ：これまでの成果と今後の予定

稼働してほぼ１年を迎えようとしている
野菜館であるが、これまでの成果は以下の
通りまとめられる。
第一に、野菜館への出荷に切り替えた生

産者にとっては、これまで選別・包装に要
していた労力と時間が大幅に減少し、より
生産に集中できるようになった。特にこれ
まで共選施設を持たなかったチェリートマ
トの生産者にとって、効果は極めて大きい。
他の品目についても、規模拡大を志向する
生産者が出始めている。

表４　会津野菜館の出荷実績（2020年）

品目
単協全体（単位：t） 会津野菜館（重量ベース、単位：t） 会津野菜館（利用人数ベース、単位：人）

計画量（A）実績量（B）計画量（C）実績量（D）達成率（D/C）シェア（D/B） 申込人数（E） 出荷人数（F） 利用率（F/E）

アスパラガス 725 585 500 289 58% 49% 406 190 47%

きゅうり 4,435 3,943 2,177 1,283 59% 33% 184 150 82%

チェリートマト 389 343 196 137 70% 40% 644 383 59%

資料：会津野菜館作成資料より集計
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第二に、野菜館の稼働を機に、従来型の
持ち寄り共選品も含めて３品目の物流体制
が見直されたため、トラック輸送の効率化
と包装資材の共有が進んだ。あわせて、出
荷に関する産地情報ならびに販売先の情報
の収集・伝達が改善された。物流体制の変
更後、選果後の速報値は、生産者でも２日
後には印刷体で確認できるようになった。
第三に、野菜館の構想・建設から稼働に
至るプロセスを通じて、ほぼ想定された形
で、全農福島県本部とＪＡ会津よつばの機
能分担が明確になってきた。施設は共有し
つつ、全農福島県本部は野菜館の管理運営
と出荷物の販売機能、ＪＡ会津よつばは高
品質野菜集荷に向けた営農面の指導と産地
内物流に特化する方向が明確になってき
た。そのうえで出荷・販売に関する諸情報
は共有が進み、その提供方法も改善が進ん
でいる。販売先からも好評を得ている。生
産者からも一定の評価を得ているが、さら
に精度の高い情報を早く提供することも求
められている。

今後の予定であるが、取扱品目は現行の
３品目を維持し、当面はその安定供給が目
指されている。そのうえで野菜館の稼働実
績を細かく精査し、施設のより効率的な運
営方策を確立しようとしている。
また、野菜館の構想時から同時に進めら
れてきた会津地域の野菜産地振興策につい
ても継続し、会津野菜の規模拡大を目指し
ている。規模拡大を志向する若手生産者や、
単価が高いとされる秋まで出荷期間を延伸
しようとする生産者も増えつつある。
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